
師走の風の冷たさはひとしおですね。お風邪を引かれる方も多くなる季節ですが、お元気でお

過ごしでしょうか。株式会社リベストでは、お客さまのご所有不動産に対する、事業企画の立案

や、相続対策の支援を行っております。多くのお客さまに、資産活用部を知って戴こうと、情報発

信をすることに致しました。この情報発信がお客さまの資産活用に役立てば幸いです。

●アパートなどの賃貸用建物を建築中に、死亡した場

合は、その建物や土地の評価はどうなるのでしょうか？

賃貸物件の敷地については、貸家建付地として概ね

20％程度の評価減をすることができます。また、一定要

件を満たせば、小規模宅地等の特例により、上記の評

価からさらに最大200㎡まで50％の評価減をすることで

きます。また、建物については、貸家として通常の評価

額から30％の評価減をすることができます。

●ただし、これらはあくまで相続が発生した時点で、賃

貸をしている、賃借人がいるという前提です。賃貸をして

いない、賃借人がいない状況では、原則として上記のよ

うな評価減をすることができません。

●建物を自分たちで作った法人に貸しているような場合

は、適用できる可能性があります。すなわち、所有者で

賃貸建物の賃貸建物の賃貸建物の賃貸建物の土地の評価土地の評価土地の評価土地の評価とととと建替え建替え建替え建替え

ただし、次のような場合は、貸家建付地評価を行うこと

も可能です。

１．建て替え前の賃借人が、建て替え後の建物に入居

することになっている

２．したがって、立退料などの支払いはしていない

３．敷金等の支払いがあり、賃貸借契約が成立済み

建物を建替える間、仮住居に住んでいなければなりま

せんので、通常の賃借人の方はなかなかそこまでしない

でしょうから、貸家建付地の評価減はちょっと難しいのか

な、と思います。
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うな評価減をすることができません。

ただ、建物が老朽化して建替えざるを得ない時に、相

続が発生して上記のような評価減を受けられなくなるの

では、おちおち建替えすることもできませんね。そこで、

一定の場合には、上記の評価減を受けることが可能と

なっています。

は、適用できる可能性があります。すなわち、所有者で

ある個人から、法人に一括で賃貸し、法人が入居者に

個別に賃貸しているような場合です。この場合には、借

主は法人ですので、建替え前と建替え後の賃借人は変

わりません。これであれば、上記の条件は満たされる可

能性はあります。そうすれば、所有者（貸主）である個人

は、安心して建物を建替えることができます。

●ただ、評価を下げるためだけにこの形態を作るのであ

れば、租税回避行為として否認されることもあり得ます。

日頃から法人の運営などもきちんと行って、実態のある

会社にしておくことが大事ですね。

その他、建物が法人の所有であって、地主である個人

と土地の賃借人である法人の間にきちんとした契約があ

れば、建替え中であっても、個人の土地の評価は変わら

ないのではないかと考えられます。このような建替えがか

らむ場合なども考慮して、法人の活用を考えておくとよ

いのではないでしょうか。

●今回も最後までお読みいただき、ありがとうございます。
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●まず、小規模宅地等の特例ですが、これは下記のよう

な要件を満たせば、評価減を受けることができます。

１．以前から賃貸事業をしていた建物を建替える場合

２．建築中の建物は、被相続人あるいはその親族の所

有にかかるものであること

３．相続した親族等が相続税の申告期限まで賃貸事

業を継続していること

●次に貸家建付地評価ですが、これは建物が相続発生

時に建築中で、借家人が未入居である場合には、原則

として貸家建付地評価を行うことができません。そのため、

評価減はなく自用地評価となります。
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